
























































































































































































































































































































































②生活・文化 20 43 220 355
③晴報通信 38 126 125 245
④新製造技術 14 41 73 155
⑤流通・物流 36 132 49 145
⑥環境 15 37 64 14
⑦ビジネス支援 19 33 92 140
⑧海洋 4 7 59 80
⑨バイオテクノロジー 1 10 3 15
⑩都市環境整備 5 16 6 15
⑪航空・宇宙（民需） 4 8 8 14
⑫新エネ・省エネ 2 7 4 13
⑬人材関連 2 4 6 11
⑭国際化関連 1 2 6 10
⑮住宅関連 1 4 3 9
（注）現在は95年前後
（出所）「経済構造の変革と創造のための行動計画」
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）　　吉　川 薫
＊1　本稿は白鴎大学公開講座（統一テーマ『21世紀日本社会の諸問題』）の一つとして
　　2000年5月30日行った講演のために準備したぺ一パーをもとに作成したものである。
　　なお、実際の講演では時間の都合で省略した部分がある。
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